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Abstract
  This research considers whether the three-story detached houses currently located in 
urban areas is viable city housing stock.
  The method of research involved a questionnaire survey of residents living in single 
three-story houses to clarify their amenity, and degree of continued resident habitation 
intention. 
  The results show that since plottage is narrow and cramped, barrier-free and other 
amenities are compromised, and clearly these houses lack functional elements to 
alleviate problems faced by their aging residents. 
  Moreover, since there is much dissatisfaction with the extent of earthquake resistance, 
I think that an obligation to provide seismic reinforcement, and regulating the area of 
the site, and other safety or amenity features, are required in order for the single three-
story house to become viable city housing stock.




























































































































































1964 年（昭和 39 年）１月 自動車車庫の床面積を，延べ面積の 1/5 まで容積不算入（建築基準法施
行令）
1984 年（昭和 59 年）４月 第一種住居専用地域における３階建て住宅の高さ制限の緩和（通達）
1987 年（昭和 62 年）６月 準防火地域での耐火・簡易耐火構造の木造３階建て（地階は除く）建築
物が建設可能（建築基準法）
1987 年（昭和 62 年）７月 「簡易構造設計基準」に基づく木造３階建て住宅の設計に，構造計算書の
添付免除（通達）







高さ 13m または軒高９m をこえる耐火・準耐火構造の木造３階建て建築
物が建設可能（建築基準法）






































































































































調査対象 大東市内の３階建て戸建住宅居住者 800 世帯
調査日時 2006 年 10 月〜 11 月
配布方法 ポストへの戸別配布・郵送回収
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23 .8% 58 .4% 15 .9% 1 .9 %
36 .4% 51 .4% 9 .3% 2 .8 %
25 .7% 55 .6% 16 .4% 2 .3 %
31 .8% 52 .3% 12 .6% 3 .3 %
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い傾向にあることが明らかになった。
　それに対し60歳以上では43.1％が「住み続けたい」と回答しているものの，「住み続け
たくない」も22.4％存在しており，年代的に「終の棲家」としてとらえられるはずの年代
においても不満がある現状が伺えた。
４．まとめ
　さまざまな規制緩和を追い風に３階建て戸建住宅は平成以降全国で累計約47万棟建設さ
れてきたが，調査の結果居住性の高い住まいとはいえない部分が多く，必ずしも永続的な
住まいとしてみなされていないことがあきらかになった。得られた結果をまとめると次の
４点に集約される。
　（１）３階建て戸建住宅の立地は都市部に特に多く偏在傾向にある
　（２）居住者の現在の住まいへの定住志向を持つ層は３割以下
　（３）高齢社会への対応が不十分な住宅が多い
　（４）居住性の問題は特に狭小敷地であることに起因するものが多い
　良質な住宅ストックの条件ひとつは高齢社会への対応である。現在の戸建３階建て住宅
が今後のストックとして位置付けられるためには，居住性の劣る住宅の取り扱いが今後の
課題となると推察される。現状をみると，３階建て化によって日当たりや通風などのよう
に向上する居住性があり，また，複数の住まいが密接して建設されることによるコミュニ
ティの形成のしやすさという評価できる点もある。しかし40㎡未満などの特に狭い敷地に
建てられた３階建て戸建住宅については，居住者の不満が特に強く，また狭小敷地ゆえに
エレベーターの設置による階段昇降の困難さの解消などの住宅改善も困難であるみとから
継続居住志向も低く，都市の住宅ストックとして位置づけ難い存在であるといえる。
　首都圏のミニ開発について調査した勝又は［５］，ミニ開発が３階建て化する傾向につい
て住み替えの一つのステップとして位置づけているが，関西圏については，「関西圏のミ
ニ開発住宅地は，首都圏のそれと比べて敷地面積の狭小度や建て詰まり度が高い」と述べ
ており，地域性があることを認めている。今回の調査においても狭小な敷地面積に起因す
る居住性の悪さが現居住者の継続居住志向に影響を与えている。また，敷地全面に狭小住
宅などを建てることで密集化が進むと，火災や，大地震などの際に延焼，倒壊の連鎖が起
きやすいことを考えると，特に３階建て戸建住宅における敷地の狭小化に対する何らかの
歯止めが必要ではないかと考える。
　以上の観点から３階建て住宅の今後の方向性について下記の３点にまとめる。
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（１）敷地の狭小化の規制
　調査結果により，敷地面積40㎡前後から居住性に問題が生じている可能性があることが
あきらかになった。良好なストックとしての住宅への転換を図るため，敷地規模規制を実
施する必要がある。しかし通常では敷地規模規制は建築基準法上地区計画以外の手段では
困難である。開発指導要綱などの開発規制の条例化を図るとともに，条例の細則により住
宅を３階建てにした場合の敷地規模の規制を行なうなどの検討が望まれる。また，規制す
べき敷地規模については地域性も関連するためより詳細な調査が必要である。
（２）良質な３階建て住宅のストックとしての位置づけ
　地域特性によりある程度安価な住宅が望まれる場合あることを考えれば，３階建て住宅
を全面的に規制するのは得策ではない。むしろ住宅の３階建化については都市の住まいと
しての居住性の確保にもつながっているため，将来のバリアフリー化やエレベーターの設
置が可能なスペースを有しているものについては，積極的に都市のストックとして位置づ
けるべきである。
（３）住宅品質におけるストック性能の重視
　今回の調査であきらかになったことの一つに，居住者が住宅を購入する時に自身や家族
が高齢化した時まで考えて住まいを選択するという視点が無いことがある。これは住宅流
通における住宅情報が価格や立地や間取りに関する情報が中心で，ストックに関連する住
宅性能が十分に理解されていないことも起因している。たとえば2000（平成12）年に施行
された「住宅品質確保促進法」においても「高齢者等配慮対策等級」があるものの，段差
の有無や手すりなどのバリアフリー設備の有無等が問われているだけで，そもそも階段の
多い３階建て住宅の住みにくさを評価するものではない３）。今後は住宅のストックとして
の適格性能についても評価対象とすべきと考える。
　高度成長期の戸数不足により大量住宅供給の時代から，質を重視するストックの時代へ
と住宅政策が転換したと言われて久しいが，今回の調査であきらかになったように居住者
が満足していない住宅が依然として供給されており，またまだ質が重視されているとは言
いがたい現状がある。良質な住宅ストックの確保は持続可能な都市環境の構築にとっては
不可欠な要素である。今後は地域特性等を加味しつつも，ストックとしての住宅が都市の
重要な資産であるという視点から住宅供給を見直すことが必要である。
３）例えば「住宅品質確保促進法」の「高齢者配慮対策等級」では，「部屋の配置」の項目があり，
「日常生活空間のうち，便所及び浴室が特定寝室の存する階にあること」が，等級４の基準とし
てあげられている。しかし他の居室との関連や家事スペースと洗濯物干しなどの日常的な動線関
係は問われていない。
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